人事考課実施マニュアル
■■■　株式会社
平成　　年　　月　　日制定
第１部　人事賃金システムを支える人事考課制度
１．人事考課制度のあり方
人事賃金システムの運営のカギを握るのが人事考課制度だといえます。人事考課制度は、社員の考課対象期間中の勤務成績等を評価し、それを直接賞与の配分に結び付け、更にその人の能力考課を加えて総合考課を行い、昇給や昇格にも連動させようというものです。したがって、考課のあり方は公正であることがまず要求されますし、そのためには、本マニュアルにまとめているように色々と制度的にも工夫を要することになります。
２．人事考課の基準
人事考課制度は、いたずらに精密詳細さや理想を求めたり、抽象的取組姿勢ばかりを追求してはいけません。シンプルで、なおかつ、評価段階のレベル差がハッキリしているものがベターです。つまり、評価点（例  5点~1点）のレベル差が具体的で明確なもの（数量化できるもの）がベストだといえます。
①  成果実績
②  達成努力
③  能力レベル
当社の人事考課も、この主旨に沿うものとし、これらの評価基準が全社員に公開できるものといたしました。
人事考課を公正なものに近付けようとすれば、最終的には同一人物を誰が評価しても同じ点数になるような制度が必要となります。そこで、人事考課の基準書を作成し、その基準にしたがって各項目毎に部下の期間中の勤務成績を評価する方法をとることとします。
第２部　トータル人事システムと人事考課
人事諸制度の中において人事考課は重要な位置を占めています。


第３部　人事考課の考課項目と適用目的
人事制度の運用のカギを握るといわれる人事考課は、通常次の3つの考課項目の組み合わせによって成り立っています。

 eq \o\ad(成績考課,　　　　　　　)（業績考課）
人事考課     
意欲・態度考課（情意考課）

 eq \o\ad(能力考課,　　　　　　　)
１．成績考課（業績考課）
（１）成績考課は、“職務をどのように遂行したか”を問うものです。
①何を評価するのか
一定期間（6ヶ月間、又は指定期間）の職務遂行の状況につき、どれだけ職務を遂行したかを「過去形」で評価させる。
職務とは、その該当期首に上司と部下が、どんな仕事をどの程度やるかを職務基準に基づいて、確認し合ったものである。
②考課の方法
職務基準に照らして、絶対考課を原則にして行うこと。したがって、部下が一人であっても十分に考課ができる。
③考課要素
「仕事の量」、「仕事の質」、「目標達成度」などを問う。
つまり、具体的には、量的実績、質的実績、目標達成度、業績貢献度、などを考課要素とする。一般職から中間指導職にかけては、できるだけ仕事別目標遂行度を評価するようにする。つまり、確認されているひとつひとつの仕事について、絶対評価を基準にＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの評価を行い、これをまとめて考課要素別に評価することが望ましい。
④自己評価とフィードバック
仕事別遂行度の評価は、自己評価が可能であるから、まず本人に評価をさせる。次に直属の上司（第1次考課者）が評価を行い、この中で特に食い違っている点については、十分に話し合うことが必要である。その話し合いの中から、当面の指導計画や自己啓発目標を確認、能力開発に結びつけていく。
⑤考課の活用目的
前述のように能力開発に重点をおきながら、考課結果は当期の賞与に重点的に活用する。
（２）第1次考課者の評価を重視すること。
①考課者と調整
仕事の実際については、遠くにいる人は分かりにくいものであるから、成績考課では、あくまでも第1次考課者を中心として行う。
第２次、第３次考課者は、調整者的立場であってこそ、はじめて成績考課における絶対評価が生かされてくる。
②評定時期
夏と冬の年２回および、その他の指定期間とする。
結果を賞与に活用するのであるから、それに見合った時期に実施する。
（３）業績はその人の担当する仕事のレベルを加減してみる。（当社では、管理職に適用する。）
①考課の方法
各職能資格等級の職能基準に照らして、本人がその職能を現在身につけているかどうかを評価するのであるから、絶対評価で行うことが本来の姿である。しかし、職能そのものは、職務に発揮された結果をみて捉えなければ、捉えられるものではない。つまり、成績や業績をみて捉えることになる。
業績は職務を自分で拡大したり深めたりする自由度を持ったものの評価であるが、実は結果から仕事のレベルの高低を考慮し、プラス・マイナスを加減することによって、部下本人の職能資格等級のレベル段階で、評価を行う。
２．意欲・態度考課（情意考課）
意欲・態度考課は、成績と能力のブリッジの役割を担うものです。（意欲・態度考課は、情意考課ともいう。）
①何を評価するのか 

組織の一員としての自覚の度合いについて、評定期間内の本人の実際の意欲・態度、行動を「過去形」で評価する。
②成立の条件
社員としてどのような態度・行動を当然の姿とするかを整理し、あらかじめ全員に徹底しておくことが必要である。
③考課の方法
一般に「成績考課」の一部として、成績考課と同じ方法で実施する。
④考課要素
意欲・態度考課にあたって、必要な問うべきこととその理由は、主に次の４つが一般的であり、規律・態度と責任感は意欲・態度考課のベースとなる。つまり、どんな仕事をしている社員でも、これは必ず自覚してもらわねばならず、その上で協調性と積極性の要素について問うものである。
・規律態度
集団としての規律を守ってもらうため。
・責任感
与えられた職務は、いかなる状況でもやり遂げてもらう                  ため。
・協調性
与えられた職務の範囲の外であっても、全体にとってプラスとなることには、自らの意思ですすんで協力してもらうため。
・積極性
与えられた職務を通常通りにやり遂げるだけでなく、自己啓発や改善・提案、チャレンジ目標に取り組む姿勢と行動が必要なため。
当社では、この４つの他ホーレンソーを重視する。
・ホーレンソー
上司・同僚・部下、関連部署・顧客との報告、連絡、相談を適切に実施してもらうため。
３．能力考課
（１）能力考課は、能力の段階ごとの基準を整えること。
①何を評価するのか
能力を職能資格等級ごとに整理し、基準を示す。その基準に相当する能力を身につけているか「現在形」で評価し、具体的には「等級基準書（職能基準書）」により評価を行う。
②成立の条件
各職能資格等級ごとに、期待される能力の基準が全社的に確認されていなくてはならない。何等級については、どういう能力が必要なのかをはっきりさせておく。
能力考課を行うには、等級別の能力基準とそれにふさわしい職務を与えているかという二つの条件が必要なのである。
（２）能力には、基本的能力と習熟的能力がある。
①考課要素
基準に照らして、全体としてその人の能力はどうかを問うものであるが、その要素としては次のように、基本的（習得）能力、習熟的（経験）能力があげられる。
基本的（習得）能力とは、いわば職務遂行上の基本であり、学習や訓練を受けることによって身につけていくもの、また身につけていけるものである。
・実務知識、経験（技能）とセンス
一方、基本的能力がいかに優れていても経験が不足していては、十分に仕事をこなしていくことはできない。すなわち、豊かな経験が必要な能力を習熟的（経験）能力という。
・企画力、判断力、接渉力、指導力
この基本的（習得）能力と習熟的（経験）能力の２つを合わせたものが、企業として必要な「能力」である。
４．人事考課の適用目的
これまで述べた、それぞれの考課の主要な適用目的は次の通りです。
	考課区分
目    的
	成績考課
業績考課
	意欲・
態度考課
	能力考課
	自己申告
	目標管理

	①昇   進
	〇
	〇
	◎
	
	

	②昇   格
	〇
	〇
	◎
	
	

	③昇   給
	◎
	◎
	◎
	
	

	④賞   与
	◎
	◎
	
	
	◎

	⑤配  置・異 動
	〇
	〇
	◎
	〇
	

	⑥能力開発・育成
	〇
	〇
	◎
	◎
	〇


（注）１．◎  重点的       〇  補助的
        　２．自己申告
自分の成長目標
目標管理
部門の課題目標
第４部　人事考課実施上のポイント
１．人事考課のステップ
（１）等級レベルの確認（等級基準・能力要件の確認）
本人が社内の人事等級、資格等級のどのレベルに位置付けられているのかをまず確認し、その等級に求められる能力レベル、職務の困難度、責任度を確認します。
等級基準書と職種別補足基準により、求められる等級レベルを確認します。
（２）目標方針の確認
その期の経営方針、部門方針とそのグループのアクションプランの再確認をします。
（３）職務行動の選択
第１ステップ
成績考課、能力考課それぞれで本人の職務上の実績と職務行動のみをとらえて評価します。職務外の行動は対象といたしません。
本人の人柄や人間性を評価するものではありませんし、いわんや個人的情実にまどわされるようではもっての外です。
（４）考課要素の選択
第２ステップ
例えば、手直し作業や社内クレームが多く問題になるのはどの考課要素で、評価するのか。ホーレンソーが悪く迷惑をかけてきたのは、どの考課要素を適用するのかを選択します。各考課要素ごとに、その人事考課基準に照らし、順次評価していきます。
（５）評定段階の選択
第３ステップ
各考課要素ごとに５、４、３、２、１の５段階の人事考課基準に照らして、評価段階を選択します。
評価基準例  ５．特に優秀
（抜  群）
４．優れている
（優  秀）
３．期待どおり
（良  好）
２．不足あり
（努力要）
１．支障あり
（問題有）
２．人事考課の留意事項
（１）標準分布
定期昇給には、各人の能力が適正に反映されることが必要ですが、そのためには、毎年２回行われる成績考課の結果と年１回行われる能力考課の結果を重要な資料として、昇給評価を作成し、それと直接リンクする形で行います。
現行の昇給評語と昇給号数との関係、および標準分布率は次の通りとする。
	昇給評語
	昇給号数
	評価点
	標準分布

	Ｓ
	７
	85～100点
	  5％

	Ａ
	６
	 75～ 85
	20％

	Ｂ
	５
	 55～ 75
	55％

	Ｃ
	４
	 40～ 55
	15％

	Ｄ
	３
	 20～ 40
	 5％


（２）指定席化、既得権化
人事考課を行う場合、陥りやすい一番大きな問題点として、「指定席化」、 ｢既得権化｣の問題があります。これは、Ａの成績をもらう人は、 固定しており、本人の業績にぶれがあっても、Ａをもらうような場合をいいます。 一方、Ｃをいつももらう人は、かなり努力して業績を上げてもなかなか認めてもらえない傾向が生じかねません。
3等級             4等級
ＡＡＡ             ＢＢＡ
このような指定席化や既得権化をなくすには、昇格時にふり出し（平均のＢ）にもどすという原則運用が必要です。（むろん、本人の力次第でＳＡも可）
（３）集中化、分散化
考課者による評価癖として、分散集中の誤差、甘辛の誤差を生じることがありますが、これらは、人事考課の考課基準書をできるだけ客観的なものにし、考課者によるバラツキをなくすことが重要で、考課者に対する指導では、甘辛の傾向を是正する努力よりも、考課基準そのものの客観化（客観的基準づくり）が合理的で、現実的です。
（４）本人へのフィードバック
本人への考課結果のフィードバックは、特にＣやＤをとった人に対する面談指導が優先されるべきで、これらの人に対するモラールアップ、改善指導が、上司たる考課者の大切な任務となります。
３．考課エラー
人事考課実施上、注意すべき考課エラーとその対策は、次の通りです。
	 eq \o\ad(傾向,　　　)
	内         容
	対                     策

	ハロー効果
	特に優れた点、劣った点または全体の印象に惑わされて、被考課者の個々の特性も同様に優れ、あるいは劣っていると考えること。
	①ひとつひとつの特性を分離して考課すること。
②イメージや印象によって考課することなく、被考課者の具体的行動事実をとりあげること。
③被考課者一人一人について、考課要素全体をつづけて考課するのではなく、考課要素ひとつひとつについて被考課者を変えて考課すること。

	寛大化傾向
	考課が一般に甘くなる傾向をいう。
	①部下に対して厳しく批判することをためらわないこと。
②他の考課者の考課結果とのバランスを考慮しないこと。
③成績を見分けることについての自己の考課能力を身につけ自信をもつこと。
④考課の基準が低すぎないかを反省すること。

	厳格化傾向
	考課が一般に辛くなる傾向をいう。
	寛大化傾向と表裏をなす。

	中心化傾向
	考課が中央に集まってしまう傾向をいう。
	①良い悪いと断定できる程度に、十分に被考課者についての具体的事実を知ること。
②その他、寛大化傾向①～③に準ずる。

	論理的誤差
	考 課 要 素 間 に（たとえば、積極性と責任感）一般的に密接な関係があると考えるため、事実の要素へのあてはめを誤ることをいう。
	①考課要素ごとに何を考課するのかの区別をはっきりと認識して行うこと。
②制度上のとり決めをよく理解すること。


	対比誤差
	自己の専門的事項について、基準が高く、非専門的事項については低くなる傾向をいう。
（寛大化または厳格化傾　　向と深い関係がある）
	①客観的事実をもとに、その事実の各特性を切り離して考課すること。
②専門知識の理解による各基準の高低がないようにすること。
③自己を基準におかないこと。

	逆算化傾向
	結果としての処遇、既存の社内序列を念頭に置き、総合結果から逆算して考課を行うことをいう。
	①考課という部下の行動の評定機能とその処遇とは、明確に区別して行うこと。
②考課要素別の分析考課を経て、最終の総合考課を行う手順をふむこと。


４．昇格昇進、教育訓練への活用
これまで、述べてきたように、人事考課は、賞与や昇給だけでなく、昇格、昇進、配置、教育へも活用していただき、人材育成の基本システムとして活用することが、ぜひ必要といえます。
（１）昇格昇進への活用
上位等級に上げるときの昇格条件として、これまでの下位等級で連続してＡの成績をとることが要件とされるが、この場合でも、上位等級に上げたならば成績が平均より下がることが懸念される場合は、上位等級に上げることをしばらく見合わせた方がよい場合があります。この場合、上位等級の等級適性なしと判断します。（現実的には、一般社員の昇格判断にもこの等級適性の判断を活用した方がよいケースが多い。）
（２）教育訓練への活用
人事考課の結果を本人にフィードバックしている進んだ企業もありますが、まだまだ少数にすぎません。特に、成績の悪い、Ｃ、Ｄクラスの社員へのフィードバックがされていないのが実情です。
Ｃ、Ｄクラスの者が、教育訓練ニーズが最も高いグループであり、連続してＣ、Ｄをとることがないよう、ぜひ個別指導が必要です。Ｃ、Ｄクラスは放置せずレベルアップをはかることが、企業発展のためにもぜひ重要といえます。
（３）ＯＪＴへの積極活用
中堅・中小企業の場合、売上目標や改善目標などについて自己評価を行うことも、有効なＯＪＴの一環であり、業績志向の強い企業とか成長力のある企業には望ましい使い方だといえます。業績評価表（目標達成度評価表）については、各人の日々の『意欲と努力の結晶』である『実績』（売上高、粗利益高等）をストレートに評価できるしくみとなっており、教育効果も自然に高まってくるといわれています。
人事考課ウェイト表
	職     掌
要     素
	管理職
	 eq \o\ad(営業,　　　)
	 eq \o\ad(現場,　　　)
	 eq \o\ad(事務,　　　)
	

	
	 部     長
	 課     長
	 ５・４ 等 級
	 ３      〃
	 ２・１  〃
	 ５・４ 等 級
	 ３      〃
	 ２・１  〃
	 ５・４ 等 級
	 ３      〃
	 ２・１  〃
	 ５・４ 等 級
	 ３      〃
	 ２・１  〃

	 成績考課・意欲態度
	目標達成度
量的実績
質的実績
ﾁｬﾚﾝｼﾞＰ
業績貢献度
	２
２
２
２
６
	６
２
２
２
２
	６
２
２
２
－
	６
２
２
２
－
	３
３
３
２
－
	６
２
２
２
－
	６
２
２
２
－
	３
３
３
２
－
	６
２
２
２
－
	６
２
２
２
－
	３
３
３
２
－
	
	
	

	
	規律態度
協調性
積極性
責任感
ﾎｰﾚﾝｿｰ
	２１１１１
	２１１１１
	２
１２２１
	２
１２２１
	２２２２１
	２
１２２１
	２
１２２１
	２２２２１
	２
１２２１
	２
１２２１
	２２２２１
	
	
	

	
	
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	
	
	

	能力考課 
	実務知識
理解力
判断力
技倆
企画力
接渉力
指導力
判断決断力
企画立案力
折衝渉外力
指導統率力
	４
－
－
－
－
－
－
４
４
４
４

	４
－
－
－
－
－
－
４
４
４
４

	４
－
３
３
３
３
４
	４
－
３
３
３
３
４
	４４－４４４－
	４
－
３
３
３
３
４
	４
－
３
３
３
３
４
	４４－４４４－
	４
－
３
３
３
３
４
	４
－
３
３
３
３
４
	４４－４４４－
	
	
	

	
	
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	20
	
	
	


成績考課ウェイトのバランス
（％）
	部門
区分
	 eq \o\ad(営 業,　　　)
	 eq \o\ad(管理職,　　　　)
	 eq \o\ad(現場,　　　)
	 eq \o\ad(事務,　　　)
	

	
	Ｂ
	Ｋ
	5･4
	3
	2･1
	5･4
	3
	2･1
	5･4
	3
	2･1
	5･4
	3
	2･1

	成果実績
	70
	70
	60
	60
	55
	60
	60
	55
	60
	60
	55
	
	
	

	達成努力
	30
	30
	40
	40
	45
	40
	40
	45
	40
	40
	45
	
	
	


能力開発








貢献・評価








適正処遇








能力の向上と


能力の発揮





動機づけ


個人目標





能力開発制度


� eq \o\ad(階層別教育,　　　　　　)�


� eq \o\ad(職種別教育,　　　　　　)�


� eq \o\ad(ＯＪＴ,　　　　　　)�


� eq \o\ad(自己啓発,　　　　　　)�





成績評価制度


・業績評価


・能力評価





人事異動


昇格管理


昇級管理


賞与配分





成果実績と


業績貢献の


適正な評価





能力実績と


業績貢献に


応じた処遇





職階制度（職位）


等級制度（等級）


賃金制度（賃金）


賞与制度


退職金制度





経営目標と


経営戦略





プロジェクト


社内運動


表彰制度





（各人の期待）





（制度・しくみ）





（企業目的）





企業目的


→


業績向上
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